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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第82期 

第３四半期連結 
累計期間 

第83期 
第３四半期連結 

累計期間 
第82期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 8,799,326 9,343,285 12,256,327 

経常利益 （千円） 1,062,950 1,163,237 1,545,444 

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益 
（千円） 694,988 763,279 1,031,458 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 644,028 783,723 797,782 

純資産額 （千円） 14,456,854 15,008,563 14,610,608 

総資産額 （千円） 17,645,060 18,453,960 17,644,586 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 51.91 57.10 77.04 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 80.6 80.2 81.5 

 

回次
第82期

第３四半期連結
会計期間

第83期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

自平成28年
 10月１日
至平成28年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.19 35.00 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、設備投資は円高や新興国経済の減速による企業収益の悪化を

受けて回復ペースが鈍化しておりますが、鉱工業生産では内外需要の持ち直しや在庫調整の進展等を受けて増加し

ており、また、個人消費においても雇用者数の増加、物価上昇率の低下により実質雇用者所得が高い伸びを示し、

景気は回復基調でありました。 

 このような状況下、当社グループにおきましては、主要納入先のうち、鋳物業界は、自動車の国内生産台数に回

復傾向がみられ、土木建築業界は、マイナス金利導入後の住宅ローン金利低下等を受けて新設住宅着工戸数で持ち

直しがみられるなど、全体として回復基調にありました。 

 このような背景のもと、当社グループは、これまでの海外展開への取り組みや震災復興需要関連の取り込み、郡

山工場と小名浜工場のシナジー効果の発揮を継続して推進するとともに、為替相場の影響を受ける原材料において

価格変動を最小限に抑える取り組みに注力し、売上高および収益の確保に努めてまいりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、ベントナイト事業部門および化成品事業部門が増収増益でア

グリ事業部門の減益を補い、売上高は93億43百万円（前年同期比 6.2％増）、営業利益は10億54百万円（同 

11.4％増）となりました。経常利益は受取配当金が前期の96百万円から77百万円に減少したことや、為替差益が前

期の０百万円から当期は17百万円に増加したこと等により11億63百万円（同 9.4％増）となり、親会社株主に帰属

する四半期純利益は７億63百万円（同 9.8％増）となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① ベントナイト事業 

 鋳物関係は、商用車をはじめとする自動車国内生産台数が回復傾向にあることや、タイ国での売上が寄与したこ

とにより、増収となりました。土木建築関係は、新設住宅着工戸数の持ち直しにより土木基礎向けの需要が増加し

たことや、地熱向けの需要も増加したことにより、増収となりました。ペット関係は、新規納入先の取り込みなど

により取扱量が増加し、増収となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は65億91百万円（前年同期比 5.5％増）、セグメント利益は９億８百万円（同 

18.4％増）となりました。 

② アグリ事業 

 農薬受託加工において、水稲用除草剤は需要の落ち込みがあり減収となりましたが、その他殺虫・殺菌剤および

農薬向けベントナイト販売は好調に推移し増収となりました。しかし、前期に新設した設備の減価償却費の増加等

により減益となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は17億95百万円（同 2.5％増）、セグメント利益は３億28百万円（同 6.2％

減）となりました。 

③ 化成品事業 

 ファインケミカルはクニピアが一般工業用途としての輸出向けや化粧品向けにおいて好調であったことや、環境

保全処理剤および仕入商品の取扱量も増加したことにより全体として増収となりましたが、当期に新設した設備の

減価償却費の増加等により利益率が低下いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は９億56百万円（同 19.9％増）、セグメント利益は１億17百万円（同2.1％

増）となりました。 
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億14百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、当第３四半期連結累計期間において、重要

な変更はありません。

 当社グループは、ベントナイト本来の性能を最大限に活かした付加価値製品の開発と高収益化の事業構造を構築

するため、更なる高付加価値商品の開発へ注力するとともに、創業70年以上にわたり蓄積した知見と技術を活かし

て、海外市場への積極的な進出を主眼とした、平成25年度を初年度とする３カ年中期経営計画を策定しておりま

す。

 この中期経営計画は、当社グループが長期にわたり発展・成長するために重要なものであります。日本経済を取

り巻く環境は不透明さを増しつつあり、今後一層の厳しさが予想されますが、長期的展望のもと積極的に中期経営

計画を実行し、事業展開を図っていく所存であります。

 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当社グループは、運転資金および設備資金につきましては、内部資金または金融機関からの借入金により資金調

達をすることとし、安定的な資金調達により十分な流動性を確保することを方針としております。このうち、借入

による資金調達につきましては、短期借入金１億50百万円（前連結会計年度末に比べ１億50百万円増加）となって

おり、現時点で実質無借金を維持しておりますが、金融機関とコミットメントライン契約10億円を設定し、資金調

達の機動性および安定性を確保しております。特に、短期の運転資金につきましては、金融機関より決算期を超え

ない範囲で完済することを基本として資金調達をすることとしております。

 

(6）経営者の問題意識と今後の方針について

 当社グループの経営陣は、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう努めて

おりますが、当社グループを取り巻く経営環境は今後も厳しい状況が続くものと考えられます。このような状況下

で、当社グループといたしましては、「(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し」に

も記載しましたとおり、戦略的課題に重点的に取り組むことで、他社との差別化を図って、高収益化構造を実現す

ることを最優先課題として考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月３日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,450,000 14,450,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 14,450,000 14,450,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 14,450,000 － 1,617,800 － 2,217,110

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,061,500 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,380,800 133,808 同上

単元未満株式 普通株式     7,700 － －

発行済株式総数       14,450,000 － －

総株主の議決権 － 133,808 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

クニミネ工業㈱

東京都千代田区岩

本町１丁目10－５
1,061,500 － 1,061,500 7.35

計 － 1,061,500 － 1,061,500 7.35

（注） 当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は、1,261千株であります。

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

     役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役副社長 管理部長 取締役副社長
経営戦略部長

経理部管掌
川島 利昭 平成28年９月１日

取締役副社長
管理部長

総務部管掌
取締役副社長 管理部長 川島 利昭 平成28年12月８日

常務取締役 ベントナイト事業部長 常務取締役
ベントナイト事業部長

アグリ事業部管掌
木村 敏男 平成28年12月８日

取締役 アグリ事業部長 取締役 総務部長 友山 貴之 平成28年12月８日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,395,429 3,692,250 

受取手形及び売掛金 3,630,008 4,283,320 

有価証券 1,340,687 1,388,779 

商品及び製品 354,849 389,169 

仕掛品 225,446 270,726 

原材料及び貯蔵品 1,235,693 1,414,608 

その他 182,506 94,864 

貸倒引当金 △1,295 － 

流動資産合計 11,363,326 11,533,718 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,489,537 1,734,923 

機械装置及び運搬具（純額） 1,104,428 1,444,656 

土地 1,780,254 1,780,254 

リース資産（純額） 42,258 46,655 

その他（純額） 91,968 76,747 

有形固定資産合計 4,508,448 5,083,237 

無形固定資産 137,453 115,423 

投資その他の資産 ※２ 1,635,357 ※２ 1,721,581 

固定資産合計 6,281,259 6,920,242 

資産合計 17,644,586 18,453,960 

負債の部    

流動負債    

買掛金 805,440 895,526 

短期借入金 － 150,000 

未払法人税等 350,358 219,113 

賞与引当金 137,551 68,366 

その他 737,521 1,062,035 

流動負債合計 2,030,870 2,395,041 

固定負債    

退職給付に係る負債 10,242 11,780 

閉山費用引当金 495,244 500,560 

資産除去債務 23,494 23,494 

その他 474,125 514,519 

固定負債合計 1,003,106 1,050,355 

負債合計 3,033,977 3,445,397 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,617,800 1,617,800 

資本剰余金 2,794,107 2,794,107 

利益剰余金 9,895,532 10,391,043 

自己株式 △253,286 △371,286 

株主資本合計 14,054,153 14,431,664 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 273,294 384,856 

繰延ヘッジ損益 △31,121 － 

為替換算調整勘定 76,219 △18,963 

その他の包括利益累計額合計 318,393 365,893 

非支配株主持分 238,061 211,005 

純資産合計 14,610,608 15,008,563 

負債純資産合計 17,644,586 18,453,960 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 8,799,326 9,343,285 

売上原価 5,942,598 6,292,359 

売上総利益 2,856,727 3,050,926 

販売費及び一般管理費 1,910,498 1,996,780 

営業利益 946,229 1,054,146 

営業外収益    

受取利息 936 3,900 

受取配当金 96,957 77,874 

為替差益 248 17,599 

貸倒引当金戻入額 990 1,383 

その他 24,228 15,238 

営業外収益合計 123,361 115,994 

営業外費用    

支払利息 2,303 2,308 

コミットメントフィー 2,214 2,230 

その他 2,122 2,364 

営業外費用合計 6,640 6,903 

経常利益 1,062,950 1,163,237 

特別利益    

固定資産売却益 2,771 8,499 

特別利益合計 2,771 8,499 

特別損失    

固定資産除却損 8,261 24,596 

特別損失合計 8,261 24,596 

税金等調整前四半期純利益 1,057,461 1,147,140 

法人税、住民税及び事業税 309,868 335,339 

法人税等調整額 38,899 36,223 

法人税等合計 348,767 371,562 

四半期純利益 708,693 775,578 

非支配株主に帰属する四半期純利益 13,704 12,298 

親会社株主に帰属する四半期純利益 694,988 763,279 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 708,693 775,578 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △20,271 111,562 

繰延ヘッジ損益 △39,174 31,121 

為替換算調整勘定 △5,218 △134,537 

その他の包括利益合計 △64,664 8,145 

四半期包括利益 644,028 783,723 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 631,438 810,779 

非支配株主に係る四半期包括利益 12,590 △27,056 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

 （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ4,734

千円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

  該当事項はありません。

（追加情報）

  （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

受取手形割引高 108,448千円 122,569千円 

 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

投資その他の資産 261千円 173千円 

 

３ 当社は、資金調達の機動性および安定性の確保を目的として、取引金融機関４社とコミットメントライン契

約を締結しております。当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

コミットメントラインの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 － 千円 － 千円

差引額 1,000,000千円 1,000,000千円

なお、上記の契約には、次の財務制限条項が付されております。

① 各連結会計年度末における当社の単体貸借対照表の純資産の部の金額を、直前の決算期の金額の75％以上

に維持すること。

② 各連結会計年度末における当社の単体損益計算書の経常損益が、２期（または３期）連続して経常損失と

ならないこと。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日）

減価償却費 376,745千円 444,075千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 

定時株主総会
普通株式 401,655 30  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 267,768 20  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
ベントナイ
ト事業 

アグリ 
事業 

化成品 
事業 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 6,250,482 1,751,143 797,700 8,799,326 － 8,799,326 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

50,032 － 47,570 97,603 (97,603) － 

計 6,300,515 1,751,143 845,270 8,896,929 (97,603) 8,799,326 

セグメント利益 767,079 349,841 115,123 1,232,044 (285,815) 946,229 

  （注）１．セグメント利益の調整額△ 285,815千円には、セグメント間取引消去 1,265千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△ 331,355千円及び棚卸資産の調整額 44,275千円が含まれております。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
ベントナイ
ト事業 

アグリ 
事業 

化成品 
事業 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 6,591,443 1,795,719 956,122 9,343,285 － 9,343,285 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

50,932 － 56,920 107,852 (107,852) － 

計 6,642,376 1,795,719 1,013,042 9,451,138 (107,852) 9,343,285 

セグメント利益 908,494 328,264 117,523 1,354,282 (300,136) 1,054,146 

  （注）１．セグメント利益の調整額△ 300,136千円には、セグメント間取引消去 312千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△ 363,024千円及び棚卸資産の調整額 62,575千円が含まれております。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 51円91銭 57円10銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 694,988 763,279

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
694,988 763,279

普通株式の期中平均株式数（株） 13,388,464 13,368,423

  （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

- 15 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月３日

クニミネ工業株式会社 

取締役会 御中 

 

東陽監査法人 
 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 田久保 謙  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 菊地 康夫  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 原口 隆志  印 

 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクニミネ工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クニミネ工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


